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１Ｃ０７ 

責任ある研究・イノベーションのためのプロジェクトマネジメント 

～NEDO PJ を事例に～ 

 
○藤本翔一（NEDO），吉澤剛（大阪大学） 

 

 
1.背景 

 責任ある研究・イノベーション（RRI）とは、

幅広い関係者の協働やネットワーク化によって、

社会における科学技術の発展を適切なもの、社会

的に望ましいものにしていく、開かれたプロセス

である[1]。NEDO は、ナショナルイノベーション

システムにおいて、産学官の英知が結集する「結

節点」を標榜しており、RRI の理念に共鳴しうる

公的研究開発マネジメント機関といえる。しかし、

NEDO を対象とした研究や報告は、PJ の成功を製

品やサービスの実用化として定義した上で、実用

化率の向上に貢献したマネジメント要因を統計

的に分析したものがほとんどであり[2][3]、そも

そも当該技術の実用化やその過程が社会的望ま

しさを満たしたものであったのかについては議

論がなされてこなかった。 

そこで、RRI の実践の観点から、NEDO のプロジ

ェクトマネジメントがナショナルイノベーショ

ンシステムにおいてどのような役割を果たすこ

とができているのかを問う。本稿は分かりやすい

社会的望ましさの一例として、「安全」をキーワ

ードとした。RRI の議論の射程は広く、安全の議

論に収まるものではないが、新技術の社会導入に

おける適切さを測る一つの指標となるだろう。 

まず、予備調査として、過去 35 年間の NEDO PJ

の計画文書を対象に、安全に関する取組内容を確

認する。次に、カーボンナノチューブ（CNT）と

サービスロボットの二つの事例調査から、プロジ

ェクトマネジメントの過程におけるRRIの実践を

見出す。 

 

2.予備調査 
NEDO 設立 1980 年以降、35 年間分のプロジェク

ト（PJ）の研究計画文書を対象に、「安全」の語

を検索したi。2003 年の独立行政法人化以降につ

いては、各年度に実施する PJ の計画を研究開発

項目内容まで記載した「年度計画」iiの「技術分

野毎の計画」の欄を確認した。多くの PJ は 3～5

年 程 度 実 施 さ れ る こ と か ら 、 偶 数 年 度

(2004-2016)を対象とした。また、2003 年度以前

については、「NEDO20 年史」の資料編事業一覧（事

業概要と主な成果 1980-2000 年度）と「NEDO30

年史」の第 2 章（主要な技術開発、実証・研究と

各事業について 2000-2010 年度）を対象とした。 

結果、計画文書中に安全の語を含み、新しい技

術を社会に導入するために明確に安全性に留意

した PJ は 113 件。そのうち、既存の安全性評価

方法だけでは不十分であり積極的に新しい方法

構築に取り組んだ PJ は 35 件。さらにその新しい

安全性評価方法を規制、標準、ガイドラインや手

引き、教育プログラムなどの社会で活用するため

の文書や基準に繋げた PJ は 14 件（表 1）。以上の

バリエーションを確認することが出来た。しかし、

これらがRRIの観点に鑑みてどの程度充分なもの

であるのかは一つ一つ詳細に検討しなければ分

からない。本稿では CNT とサービスロボットの事

例に注目してみる。 

 

3.事例調査 

3.1 カーボンナノチューブ（CNT） 

概要 

 1991 年に飯島澄男が構造を解明し、以来、CNT

は宇宙エレベーターのケーブルや極限に微細な

半導体配線など、夢の新素材として注目され続け

ている。NEDO では 1998 年から現在まで複数の PJ

で CNT 実用化のための研究開発を進めてきた。 

 まず、「炭素系高機能材料技術の研究開発」

（1998-2001 年度）では多層iiiCNT の量産技術開発

に昭和電工㈱等が成功した。以降の PJ では、よ

り製造が難しいが素材として高い性能が期待さ

れる単層 CNT の開発が中心となった。「ナノカー

ボン応用製品創製プロジェクト」（2002-5 年度iv）

では、単層 CNT の大量合成技術、スーパ―グロー

ス法を産総研が発明。「カーボンナノチューブキ

ャパシタ開発プロジェクト」（2006-10 年度）では、

日本ゼオン㈱と産総研等がスーパーグロース法

の実用化研究開発を進めた。「低炭素社会を実現

するナノ炭素材料実用化プロジェクトv」（2010-16

年度）では、技術研究組合単層 CNT 融合新材料研

究開発機構（TASC）viをオープンイノベーション

の拠点として、PJ 実施機関に限らずサンプル提供

を広めながら、量産技術、応用技術、安全性評価

技術を合わせて進めている。 

2015 年 11 月、遂に日本ゼオン㈱が単層 CNT の 
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表 1 抽出した 14 件の PJ 
 PJ 名 実施期間 規制・法 標準・規格 手引き・その他

1 人間感覚計測応用技術 1990～1998   ○ 

2 固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業 2000～2004 ○ ○  

3 化学物質のリスク評価及びリスク評価手法の開発 2001～2006   ○ 

4 携帯用燃料電池技術開発 2003～2005 ○ ○  

5 水素社会構築共通基盤整備事業  2005～2009 ○ ○  

6 水素先端科学基礎研究事業 2006～2012   ○ 

7 太陽エネルギー技術研究開発  2008～2014  ○  

8 燃料電池システム等実証研究 2009～2010 ○   

9 生活支援ロボット実用化プロジェクト 2009～2013   ○ 

10 次世代蓄電池材料評価技術開発 2010～2014   ○ 

11 低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ 

複合材料開発プロジェクト 
2010～2014

  ○ 

12 低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト 2010～2016   ○ 

13 リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業 2012～2016  ○  

14 水素利用技術研究開発事業 2013～2017 ○  ○ 

 

量産のための工ሙを❹工したvii。௒ᚋの製品開発

とᕷሙの広がりに期待が集まっている。 

 

安全の取組 

 ᭱ึ期の PJ「炭素系高機能～」の基本計画にお

いては、CNT は「↓ᐖ」と表現された。事ᚋ評価

資料を見ても安全性に関する取組はほとんど見

当たらないviii。しかし、2005 年㡭に࢔スベスト

の発がん性が社会問㢟化し、2008 年㡭からは CNT

が࢔スベストと㢮ఝの᭷ᐖ性をཬࡰすྍ能性を

報告する研究論文がᥖ載されるようになった。 

そうした中、「ナノ⢏Ꮚ≉性評価手法の研究開

発」（2006-10 年度）が開ጞ。CNT、㓟化チタン等

の工業的に製造されるナノスケールの⢏Ꮚの化

学≀㉁としてのリスクの総合的な評価・⟶理に関

する研究開発が進められた。ල体的な研究開発項

目は次の 4つ。 

ձ工業ナノ⢏Ꮚのキャラクタリゼーション手

法の開発 

ղ工業ナノ⢏Ꮚのᭀ㟢評価手法の開発 

ճ工業ナノ⢏Ꮚの᭷ᐖ性評価手法の開発 

մ工業ナノ⢏Ꮚのリスク評価ཬࡧ適ṇ⟶理の

⪃え方の構築 

 

 まずձでは、ヨ料としてのナノ⢏Ꮚの≉性を明

らかにし（キャラクタリゼーション）、ղճの研

究のための調ᩚ手法を確立した。例えば、⢏Ꮚは

一つ一つがばらばらにならずにまとまる性㉁が

ある（จ集）。ナノ⢏Ꮚの≉性を評価するために

は、ヨ料が分ᩓしているのかจ集しているのかの

測定や、分ᩓさせるための手法の確立がᚲ要とさ

れる。次にղでは、例えば工ሙ内の⎔ቃ中でどの

ような≧ែのナノ⢏Ꮚがどの程度㣕ἓしえるの

か（ᭀ㟢）を評価する技術を開発。これによって、

当該⎔ቃにおいてどの程度྾い㎸んでしまうྍ

能性があるのかを評価できる。ճでは、ື≀ヨ㦂

とᇵ㣴細⬊ヨ㦂の方法を確立するとともに、ࣄト

のᙳ㡪を評価。そして、մでは、ձղճの結果࡬

にຍえ、各✀の現≧調査結果ཬࡧᑗ来の産業ື向

の予測を含めてྫྷ࿡し、᭱⤊的な目的である 工

業ナノ⢏Ꮚの適切なリスク評価・リスク⟶理を行

うための提ゝをまとめた。 

 研究実施期間中には、᝟ໃኚ化をཷけてᗄつか

のኚ᭦や実施内容の㏣ຍが行われた。200� 年には、

ඛの PJ で確立されたスーパーグロース法による

単層 CNT を᭷ᐖ性評価対象に㏣ຍした。2009 年に

は、研究ຍ㏿のための㏣ຍ資㔠を用いて当ึの測

定項目にはなかったᛴ性ẘ性ヨ㦂と㑇ఏẘ性ヨ

㦂を㏣ຍし、᭷ᐖ性評価ࢹータの総合的なㄝᚓຊ

をᙉ化した。これは、当᫬のḢ⡿での研究報告が、

高い技術ຊ・資㔠ຊ・᫬間を要するヨ料のキャラ

クタリゼーションが不十分なまま、ᛴ性ẘ性ヨ㦂、

㑇ఏẘ性ヨ㦂、྾入ẘ性ヨ㦂等の多くの᭷ᐖ性評

価項目についてࢹータ取ᚓをᛴࡄഴ向がみられ

たこと࡬の対応であった。 

「ナノ⢏Ꮚ～」の取組は「低炭素～」に引き⥅

がれ、量産技術、応用技術、そして安全性評価技

術が合わさり進ࡴ。≉に、CNT 等をẸ間事業者が

⮬主的に安全⟶理を行うために、安価で⡆౽な評

価手法の確立に取り組んでいる。 

 

成果 

「ナノ⢏Ꮚ～」では、ナノ⢏Ꮚに対するリスク

の⪃え方を提♧し、評価手㡰を確立した上で、基

準್を提ゝするに⮳った。結果は 3≀㉁毎に「リ

スク評価書」としてまとめられ、ᅜ内እで広く公

開された。 

2006 年当᫬、日本の化学≀㉁のᑂ査は「᭷ᐖ性」
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を基準としており、化学≀㉁ᑂ査規制法などもこ

の⪃え方に基࡙いていた。しかし、200� 年にḢᕞ

で導入された REAC+(RHJiVWUDWiRQ� EvDOXDWiRQ� 

AXWKRUi]DWiRQ DQG RHVWUiFWiRQ RI CKHPiFDOV)

など、Ḣ⡿では「᭷ᐖ性」単独ではなく「ᭀ㟢」

も含めた「リスク」をもとにしたᑂ査の立ሙがと

られていた。「リスク」は、一⯡に化学≀㉁のᣢ

つ本来的な「᭷ᐖ性」と、化学≀㉁ が人体や⎔

ቃ中に出現する「ᭀ㟢量」の積で表される。この

事業は日本においても化学≀㉁を「リスク」の観

点で評価す࡭きとする野心的な事業であった。事

ᚋ評価においても「（⏕体ᙳ㡪等の⪃え方を）௚

の≀㉁⩌にᣑᙇするሙ合には十分な注意がᚲ要」

とした上で、「リスク評価の論理をᬑཬさせる大

きなἼཬຠ果をも᭷した研究」と評価されている。 

ձ～մで確立した評価手㡰に基࡙き、CNT のస

業⎔ቃにおけるチ容ᭀ㟢⃰度（᫬限௜き）を 0.03 

PJ�P3 と提♧した。なお、これはẚ表㠃積⣙ 1000 

P2�J の 単層 CNT についてᚓられた್であり、こ

れとẚ࡭ればẚ表㠃積のかなり低い 多層 CNT な

どにこのチ容⃰度を適用すれば、┦当安全度の高

い数್となると⪃えられている。この್は௒ᚋ 10

年程度で෌度見┤す࡭き「᫬限௜き」の್とされ

た。当᫬、単層 CNT の量産はどこでも行われてい

なかったことや、CNT の᭷ᐖ性の研究が進んでい

る᭱中であり௒ᚋより確かなヨ㦂結果がᚓられ

るྍ能性があることが理⏤とされる。背景には、

不確実性が大きい中でもリスクを⟶理するため

の「㡰応的⟶理」の⪃え方があった。 

新規材料や新規技術の安全性評価においては

不確実性が大きいため、すでに広く౑用されてい

る≀㉁の評価に適したリスク評価手法を適用す

るならば、不確実性係数積が限りなく大きくなり、

既存≀㉁や既存材料とのバランスがとれなくな

る。そのため、⏕ែリスク⟶理などにおいて適用

されている、㡰応的⟶理という⪃え方を新規≀㉁

や新規技術のリスク⟶理にも導入し、期間を明♧

したうえで、期限内にᚓられた新たな科学的知見

に基࡙き見┤しをᚲず行うことを⣙᮰したチ容

ᭀ㟢⃰度を提᱌した。リスクにもベネ࢕ࣇットに

も大きな不確実性のṧる新規技術とうまく௜き

合っていくための工ኵであった。 

日本ゼオン㈱࡬のインタビュー[4]によると、

安全性が社会的にᠱ念される中、まずは実㦂だけ

進めることの஢ᢎを社内でᚓるためにこの基準

್がཧ↷された。ᚋに、量産工ሙの❹工に㝿して

も社内஢ᢎや工ሙᘓ設ᆅとなるᒣཱྀ┴࿘༡ᕷの

⎔ቃᑂ議会においてもཧ↷された。なお、この PJ

において +EPA ルターが࢕ࣇ CNT を十分ᤕ集する

ことが♧されたことも、実㦂設備や工ሙ設備の設

計に役立つ㔜要な知見となった。 

また、この PJ の取組はᅜ内እのື向と協調し

て進められたものであった。 

ᅜ内については、内㛶ᗓ総合科学技術会議「ナ

ノテクノロジーの研究開発᥎進と社会ཷ容に関

する基┙開発」（200�-9 年度）のࢥー࢕ࢹネータ

を PJ リーࢲー中す準ᏊẶがົめたことで、各┬

ᗇ（文科┬、ཌປ┬、㎰Ỉ┬、⎔ቃ┬、⤒産┬）

PJ との㐃ᦠが進められた。PJ 成果としてリスク

評価書を公表した㝿に、ཌປ┬はປ働基準ᒁに設

けた「ᖹ成 23 年度化学≀㉁のリスク評価検討

会」において、「⫋ሙに᪊ける೺ᗣ㞀ᐖ㜵Ṇのた

めのナノマテリ࢔ルのリスク評価について」とい

う議㢟でປ働安全⾨⏕法のປ働基準ᒁ㛗㏻㐩を

実ែに合わせていくための検討を開ጞした。ここ

では CNT、C60、TiO2 等について NEDO PJ で公開

したリスク評価書の結果等を㋃まえていくこと

とした。 

ᅜእについては、OECD や ISO での活ືが目立っ

た。OECD は 2006 年に工業ナノ材料のࣄト೺ᗣཬ

ቃの安全性のഃ㠃におけるᅜ㝿協ຊをಁ進⎔ࡧ

するために、化学品ጤဨ会のୗに工業ナノ材料స

業㒊会を設⨨。日本は⡿ᅜと共ྠで単層 CNT 等の

᝟報収集とヨ㦂をᢸ当することとなり（ス࣏ンサ

ーシップ）、この PJ 成果を OECD の取りまとめに

཯ᫎさせた。また、NEDO・産総研・OECD との共ྠ

でᅜ㝿シン࣏ジ࢘ム IQWHUQDWiRQDO S\PSRViXP RQ 

WKH RiVN AVVHVVPHQW RI 0DQXIDFWXUHG 

NDQRPDWHUiDOV を 2008 年に開ദするなど、共ྠで

議論のሙを設けた。 

ISO では、ナノテクノロジー分野のᅜ㝿標準化

を᥎進 するためにᑓ㛛ᐙጤဨ会 TC229 が 2005 年

に設立された。日本からは、さまࡊまな᭷ᐖ性に

関する研究報告がなされる中、そもそものヨ料調

ᩚ（分ᩓᾮ）を統一するための標準の提᱌がなさ

れ、2016 年発行に⮳ったi[。 

 「低炭素～」では、量産や応用と共にオープン

イノベーション拠点を中心に安全性評価技術を

開発したこともあり、評価手法の᭦なる開発のみ

ならず、技術┦ㄯや現ሙ調査にకうຓゝなども行

われた。事業者の⮬主安全⟶理をᨭ᥼するために、

安全性ヨ㦂手㡰書とస業⎔ቃ計測の手引き、CNT

等ナノ材料の安価かつ⡆౽な⮬主安全⟶理手法

のためのケーススタ࢕ࢹ報告書を公開した。 

௚にも᝟報発ಙに取り組んでいる。産総研、

TASC では、QDQRVDIHW\ という +P で᭱新᝟報を発

ಙ。2015 年、NEDO は「ナノ炭素応用製品ロード

マップ」をまとめた。CNT などの฼用をಁ進する

ために、௒ᚋどのような製品に用いられるのかを

検討したもので、あわせて安全性評価にかかるୡ

⏺ື向がまとめられている。2016年1月QDQR WHFK

展♧会では NEDO ブース内でナノ炭素安全ㄝ明ࢥ
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ーナーを設け、一⯡来ሙ者に᭱新ື向をㄝ明。ྠ

年 5月と �月には、NEDO が「ナノ炭素材料安全性

:S」を開ദした。ナノ炭素材料の安全性評価技術

について、᭱ 新ື向を共᭷した上で、PJ で取り組

んできた研究開発の内容を総ᣓし、成果発ಙの在

り方と௒ᚋについて検討した。PJ 実施者のみなら

ず、内㛶ᗓ、N%CI（ナノテクビジネス᥎進協議会）

からの出ᖍ者があった。 

 

マネジメント上の♧၀と௒ᚋのㄢ㢟 

新規素材は開発が進められなければ安全につ

いてఱも分からず、一方安全か分からなければ開

発を進めることが出来ない。この⿄ᑠ㊰を⬺する

ために、「ナノ⢏Ꮚ～」PJ の㡰応的⟶理の工ኵに

よる基準್の提᱌は画期的であった。ẁ㝵的に安

全性評価と開発が進められたことで、日本ゼオン

㈱は実㦂から量産までたどり╔くことが出来た。

また、一㐃の NEDO PJ では、量産・応用技術開発

とྠ᫬୪行で安全性評価開発が進められた。安全

性を評価す࡭きサンプルが確実に供⤥されるこ

と、またᮍ知なる素材のᣲືの知見を集⣙しやす

い点も᭷฼に働いた。௒ᚋ、新素材の開発を進め

る㝿には、その材料そのものの開発とྠ᫬に安全

性評価技術開発を進めることが㔜要となる。 

一方、ṧるㄢ㢟は、ㄡが「㡰応的に⟶理」し続

けるのかという点である。10 年ᚋにはその᫬点の

᭱新の知見をもとに見┤す࡭き᫬限௜きの್と

してチ容ᭀ㟢⃰度は提♧されている。しかし、ㄡ

がࣔࢽタリングし続けるのかは現᫬点で明らか

ではない。 

CRDSが2016年 2 月 に開ദした㺀ナノテクノロ

ジーの E/SI�E+S㺁:S では、ナノテクノロジーのイ

ノベーションを᥎進するために、日本の社会的ㄢ

㢟がᢳ出された。日本ではナノ≀㉁の一つ一つを

་⸆品のように詳細にᢎ認するようなスキーム

がないこと、ẘ学性研究の大学ㅮᗙやキャリ࢔パ

スがᩚっておらず人材が不㊊していること、社会

ケーションにㄢ㢟があるとࢽュ࣑ࢥのㄝ明や࡬

された[5]。≉に、産業⏺を௦表してN%CIからは、

ナノ材料を安全に฼用することを目的として、┬

ᗇᶓ᩿的な検討会を設けて規制等を検討す࡭き

と提♧された。 

 NEDO PJ では、ᅜ内እのືきと協調をᅗりなが

ら、事業者が⮬主的に安全を⟶理するための手法

開発やཧ↷基準್を提♧するに⮳った。さらに㋃

み㎸んで政ᗓの規制್సりに貢献す࡭きである

としたらどのような方法があるのか、あるいはẸ

間活ືにጤࡡていく࡭きなのか、検討のవᆅはṧ

る。 

 

 

3.2 サービスロボット 

概要 

 ロボットは一⯡的に「センサ、知能・制ᚚ系、

㥑ື系の 3つの要素技術を᭷する、知能化した機

Ეシステム」[6]と定義される。ロボット開発は

1960 年௦から⡿ᅜでጞまり、産業ロボットの実用

化が 1980 年௦に日本で開ⰼした。1990 年௦から

2000 年前ᚋにかけて、シーࢬプッシュではなく、

と㌿᥮していく。このὶれを࡬プルな方㔪ࢬーࢽ

ཷけ、NEDO ではロボット技術をಠ▔し、ロボット

産業の活性化をᅗるため、2014 年にࠗ ロボットⓑ

書࠘を公หした。そこではロボットを社会実⿦す

るためにサービス主導ᆺのロボット設計が㔜要

だとㄝき、NEDO における注ຊ分野であることがᙉ

く♧၀されている。 

 

安全の取組 

 「次ୡ௦ロボット実用化 PJ」（2004-5 年度）は

ឡ知୓༤会ሙにおいて、対人サービスを提供しな

がらの技術実証を行う PJ であり、安全確ಖのた

めに(社)日本ロボット工業会にጤクして「ឡ知୓

༤のロボット安全性ガイドライン調査ᑓ㛛ጤဨ

会」ཬࡧ「安全性ガイドライン検討 :*」が設⨨さ

れた。:* では、㐠用の安全࡬の配៖にはロボット

の設計のみでは十分といえないことがุ明し、୓

一の事ᨾの㝿の責任ᡤ在や、୓༤のルールとして

義ົ࡙けられていたಖ㝤適用のあり方などが問

㢟となった。このため「責任・体制 :*」を設⨨し

て、第୕者㞀ᐖ等のಖ㝤を設⨨、㐠用のためのル

ールやプログラム、責任体制を構築した。 

 「人間ᨭ᥼ᆺロボット実用化基┙技術開発」

（2005-� 年度）は、⚟♴௓ㆤ分野を対象に、より

現実のࢽーࢬに༶したロボットの開発ཬࡧ実証

ヨ㦂が実施された。PJ 開ጞᚋ、ᖹ成 18 年度᥎進

ጤဨ会（2006 年 10 月）にて、人間ᨭ᥼ᆺロボッ

トの೔理問㢟と安全性は難しいㄢ㢟であり、プロ

ジェクト内でᑓ㛛ᐙによるᶓ᩿的な検討がᚲ要

と指᦬される。これをཷけ、調査ጤクのᙧで「ロ

ボット೔理問㢟ཬࡧ安全性の検討ᑓ㛛ጤဨ会」を

立ち上げ、ロボット工業会が調査を実施した。PJ

では、工学系研究者が೔理問㢟に不័れであると

ころに指導が入ったため、೔理ᑂ査はᅔ難を極め

た。さらには工学㒊に೔理ጤဨ会がᮍ設⨨の大学

もあり、本 PJ をዎ機に設⨨するという事ែも発

⏕。PJ の事ᚋ評価をᢸった研究評価分科会ではᑓ

㛛ጤဨ会の設⨨など⮫機応ኚなマネジメントは

評価されたものの、「安全・೔理については当ึ

から十分に検討してḧしかった」とのࢥメントが

ṧされた。 

 「サービスロボットᕷሙ創出ᨭ᥼事業」（2006-�

年度）では、㐨㊰஺㏻ᩚ理ᨭ᥼ロボットの実用化、
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オ࢕ࣇスビル・✵ ・工ሙのロボットΎᤲシステ

ム、人共存ᆺの⮬ᚊᦙ㏦ロボットシステム等をࣔ

ーからなるࢨルケースとして、メーカーとࣘーࢹ

ムに対して࢔ーシࢯンࢥ NEDO が⤒㈝を一㒊ຓ成

するᙧでಁ進がᅗられた。安全については、複数

の༴㝤※ᢳ出、安全性確ಖ手法の確立、第୕者に

よる安全性評価の実施、基準・ガイドラインの⟇

定、安全性確ಖ手法の対እ的な成果公表を実施。

安全技術の指導や評価は、ᅗ㠃ཬࡧリスク࢔セス

メントシートのᑂ査、実機による確認をもとに安

全工学研究ᡤが行った。安全工学研究ᡤは 2002

年に設立された NPO で、日本機Ე学会の産業・化

学機Ეと安全㒊㛛に SSE （ SDIHW\ SHUviFH 

EQJiQHHUiQJ）研究会を 2010 年 4月に立ち上げた。 

 「⏕活ᨭ᥼ロボット実用化 PJ」（2009-13 年度）

では、事業化一Ṍ手前のサービスロボットについ

て安全技術に関する開発ཬࡧヨ㦂・認証、ᅜ㝿標

準化活ືを᥎進した。安全性検証手法の研究開発

は、日本ロボット工業会や製造科学技術センター

をはࡌめとする �ᅋ体によって実施。ロボットビ

ジネス᥎進協議会（2006 年設立）では、安全・規

᱁検討㒊会プロジェクト対応・規᱁ :* において

本 PJ と㐃ᦠし、安全関㐃ࢹータの収集・⵳積に

ຍえ、ISO に向けた提᱌ཬࡧᅜ㝿標準化に向けた

ᨭ᥼をᢸった。:* では、幅広く௻業にኌをかけて

ཧຍをເりながら、PJ の≺いなどについて一⯡ᕷ

Ẹにもわかりやすいㄝ明にດめるとした[�]。 

 

成果 

 「次ୡ௦ロボットࠥ」におけるロボットの㐠用

責任体制のᩚ備は、以ᚋᬑཬするサービスロボッ

トの取ᢅいの᰿ᖿとなったとされる。続く「人間

ᨭ᥼ᆺロボットࠥ」は工学系研究者や大学に対し

て೔理問㢟を検討する体制をᩚえるようಁした

点が成果といえよう。「サービスロボットࠥ」は、

事ᚋ評価で安全性確ಖに関する設計ガイドライ

ンのస成、サービスロボットとしての ISO 9000

の認証取ᚓにつながった例が創出された点が評

価されている。「⏕活ᨭ᥼ロボットࠥ」は事ᚋ評

価において、パーࢯナルケ࢔ロボットのᅜ㝿安全

規᱁ ISO13482 の発行を主導したこと、⏕活ᨭ᥼

ロボット安全検証センターを発㊊させたこと、複

数の௻業が実㝿に認証を取ᚓあるいは取ᚓ準備

していること、さらに PJ メンバーの開発した製

品がྠ規᱁の認証をᚓてၟ品化されたことが高

く評価された。本 PJ は「安全や安全認証に関し

てᅜのおቚ௜きがほしい」というẸ間௻業の要ㄳ

に応えるᙧで進められたが、ᅜᐙ的な事業と㐃ᦠ

してᡓ␎的に標準化を進めた実⦼と、その成果の

ᅜ㝿的なᙳ㡪に大きな期待が♧されている。 

 

マネジメント上の♧၀と௒ᚋのㄢ㢟 

 サービスロボットについては、NEDO PJ を㏻ࡌ

て中ᑠ௻業に対して安全㠃などの認㆑が広まっ

たほか、産総研が௻業ྠኈのࣁブとして機能した

一㠃もある。また、産総研には標準化に⇕意のあ

る者がいたことが、安全検証センターの立ち上げ

にまでつながったとされる。一方で、⚟♴機ჾ開

発のベンチャー௻業が安全認証の取ᚓにかかる

高㢠な⤒㈝を㔜Ⲵとឤࡌている実ែも見られる。

機ჾ開発においては当ึから安全㠃に関してᑓ

㛛ᐙに┦ㄯするᚲ要があるものの、ベンチャーの

ように開発の実現性も確かではない≧ἣでは、ど

のように安全㠃に配៖すればよいかはㄢ㢟であ

る。 

 ௒ᚋは、政ᗓ全体でのより大きな取組が進ࡴ。

総理主導で「ロボット㠉࿨実現会議」設⨨（2014

年 9 月）、「ロボット新ᡓ␎」⟇定（2015 年 1 月）、

ᡓ␎の᥎進ẕ体として「ロボット㠉࿨イࢽシ࢔テ

ブ協議会」の創設（2015࢕ 年 5 月、事ົᒁは㸸日

本機会工業㐃合会）。௒ᚋ5年間を集中期間とし、

官Ẹで 1000 ൨෇をロボット開発にᢞ資し、ᕷሙ

規ᶍの 2.4 ඙෇化を目指す。研究開発、ᅜ㝿標準

化、実証ヨ㦂ሙᩚ備、ロボット➇技大会の開ദ、

規制ᨵ㠉などが┒り㎸まれる。 

協議会に設けられた 3 つの :* のうちの「ロボ

ットイノベーション :*」は NEDO が中心に事ົᒁ

機能をᢸ当。この :* には、基┙技術のᩚ備のた

めに「プラット࢛ࣇームロボット S:*」と「ロボ

ット活用に係る安全基準㺃ルール S:*」が、そして

ᅜ㝿的な➇技大会を㏻ࡌたイノベーションのಁ

進に向け「ロボットᅜ㝿➇技大会 S:*」が設けら

れた。社会実⿦のためには技術開発の᥎進と安全

性の検討とを┦஫に㐃ᦠさせることが㔜要だが、

政ᗓ全体の大きなムーブメントの中で NEDO がど

のような役割を果たしていくのかがㄢ㢟となる。 

 

4.⪃ᐹ 

 RRIの主要な理念を大きく4つにまとめ[8][9]、

上記の事例に↷らして以ୗのように⪃ᐹしてみ

る。 

ձ 多ᵝな関係者の関୚・ཧ画 

 CNT では、PJ が各┬ᗇや OECD、ISO と協調的に

進められた。また、ᚋ⥅ PJ においては安全性評

価手法を産総研およࡧ技術研究組合をࣁブとし

て PJ 内እのさまࡊまな௻業にᣑげた。サービス

ロボットでは、安全性検証手法の研究開発に多ᵝ

なᅋ体をᕳき㎸んだほか、産総研がࣁブになって

௻業㐃ᦠを進め、ロボットビジネス᥎進協議会と

も㐃ᦠした。ただし、ベンチャー௻業など࡬の細

やかなᨭ᥼がㄢ㢟。 

 



― 93―

ղ 関係者との応⟅による研究やイノベーション

 の཯ᫎ࡬

 CNT では、㡰応的リスク⟶理やチ容ᭀ㟢⃰度と

いう⪃え方が௻業や⮬἞体の⎔ቃᑂ議会にもཧ

↷された。さらに安全性評価のᅜ㝿標準化にまで

取組が広まった。サービスロボットでは、ಖ㝤適

用、大学の೔理ጤဨ会設⨨、学会・NPO・業⏺ᅋ

体での安全性評価の取組にຍえ、産総研等を௓し

て中ᑠ௻業に安全㠃࡬の意㆑が広まった。 

 

ճ ⇍៖・⇍議による幅広いど点の⧊り㎸み 

 CNT では、᭷ᐖ性からリスク、評価と⟶理の᥋

続という安全に対する࢔プローチを㌿᥮した。㡰

応的⟶理というプロセスは安全性評価に対する

⥅続的かつໟᣓ的な⇍៖を要ㄳしている。サービ

スロボットでは、PJ ㏵中からの࢔ド࣍ックな安

全・೔理㠃での取組がᢈุされたように、⥅続的

で制度的な⇍議がồめられてきた。 

 

մ ᑗ来の技術や社会࡬の展望 

 CNT では、2008 年㡭に᭷ᐖ性࡬のᠱ念が広まっ

たところで、ベネ࢕ࣇットも⪃量し、௻業の技術

開発をᚲ要以上に㜼ᐖしないような新しい安全

性評価手法を導入した。不確実性に対しẁ㝵的、

㡰応的な対応がなされた。サービスロボットでは、

それ⮬体がᮍ来ᚿ向性のᙉい新規技術であるが、

安全技術に関するᅜ㝿標準化活ືの᥎進など、さ

らにඛ見的なືきも展開。しかし、≉に⏕活ᨭ᥼

ロボットは官㟂が中心でありᕷሙが十分成⇍し

ておらず、どのように産業化していくかについて、

ල体的な展望がồめられる。たとえば、ࢹンマー

クではパロのような⚟♴ロボットについて、⤒῭

性評価の実施やචチ制度のᩚ備を行い、Ḣᕞᕷሙ

の❆ཱྀとしての㨩ຊを高めている。一௻業では࡬

難しいṚの㇂を㉺える制度や⎔ቃをどうᩚえる

のか、これから NEDO が取り組࡭ࡴきㄢ㢟の一つ

といえる。 

 

ㅰ㎡ 

 ᮾி大学ྡ㄃教ᤵであり NEDO ーでࢨドバイ࢔

もあるబ藤知ṇඛ⏕にはこれまでのロボット PJ

の⤒⦋をお教え㡬いた。また、本研究は日本学術

᣺⯆会「責任ある研究・イノベーションのための

組⧊と社会」（OSRRIV）プロジェクトの成果の一

㒊である。 
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LY ���� 年度に � 年計画でጞまった「ナノカーボン技術プ

ロジェクト」は、�� 年度㏵中に発㊊した࢛ࣇーカス㸰㸯

事業（応用製品の創製による産業➇தຊᙉ化）の方㔪によ

り、�� 年度から当ึ予定よりも㸯年間期間を▷⦰した「カ

ーボンナノチューブ応用製品創製プロジェクト」（�� 年度

⤊஢）として、応用製品の᪩期実用化を進めた。 
Y ������� 年度までは「低炭素社会を実現する㠉新的カー

ボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト」というྡ⛠

であったが、�� 年度からኚ᭦された。また、�� 年度には

「低炭素社会を実現する㉸㍍量・高ᙉ度融合材料開発プロ

ジェクト」として⤒産┬ጤク事業として開ጞされたもので、

�� 年度から当該 1('2 事業に引き⥅がれている。 
YL 発㊊᫬の会ဨは、日本電Ẽ㈱、ᮾレ㈱、ᖇ人㈱、日本ゼ

オン㈱、ఫ཭⢭ᐦ工業㈱、大日本༳ๅ㈱、㈱カネカ、ᑿụ

工業㈱、�独�産業技術総合研究ᡤ（㸶௻業㸯独法）。理事

㛗は、日本ゼオン㈱ ௦表取⥾役社㛗のྂἙẶ。 
YLL 日本ゼオン㈱にとって、&17 は「カーボンナノチュー

ブキャパシタ開発プロジェクト」࡬のཧ画をዎ機とする新

規ཧ入分野であった。当該 3- のリーࢲーをົめた日本ゼ

オン㈱役ဨⲨᕝẶが、かつてู会社在⡠᫬に &17 研究に

ᚑ事し㔜要な≉チを取ᚓしていたことから、産総研Ặᮧ‮

がཧ画をᡴデ。ⲨᕝẶにとっては෌ࡧ、日本ゼオン㈱にと

ってはึめて、&17 材料開発を進めることとなった。 
YLLL ၏一、⵳電ụ・キャパシタ応用製品については⇿発安

全性の検証がなされていた。 
L[ ISO�TS 1933��ナノ≀体ᅛ᭷のẘ性を評価するインビト

ロヨ㦂のためのナノ≀体のస業ᠱ⃮ᾮの≉性（2016 年発

行） 



�����

�
(%	���
9� $#�

-;&�
�
� :<,2��0�4/5�53�2�1
����.9!"
 �� � 7 � '
�� 68�10=��53*)+1�7��
�
�
�



１Ｃ０７ 

責任ある研究・イノベーションのためのプロジェクトマネジメント 

～NEDO PJを事例に～ 

 
○藤本翔一（NEDO），吉澤剛（大阪大学） 

 

 
1.背景 

 責任ある研究・イノベーション（RRI）とは、

幅広い関係者の協働やネットワーク化によって、

社会における科学技術の発展を適切なもの、社会

的に望ましいものにしていく、開かれたプロセス

である[1]。NEDO は、ナショナルイノベーション

システムにおいて、産学官の英知が結集する「結

節点」を標榜しており、RRI の理念に共鳴しうる

公的研究開発マネジメント機関といえる。しかし、

NEDO を対象とした研究や報告は、PJ の成功を製

品やサービスの実用化として定義した上で、実用

化率の向上に貢献したマネジメント要因を統計

的に分析したものがほとんどであり[2][3]、そも

そも当該技術の実用化やその過程が社会的望ま

しさを満たしたものであったのかについては議

論がなされてこなかった。 

そこで、RRIの実践の観点から、NEDO のプロジ

ェクトマネジメントがナショナルイノベーショ

ンシステムにおいてどのような役割を果たすこ

とができているのかを問う。本稿は分かりやすい

社会的望ましさの一例として、「安全」をキーワ

ードとした。RRI の議論の射程は広く、安全の議

論に収まるものではないが、新技術の社会導入に

おける適切さを測る一つの指標となるだろう。 

まず、予備調査として、過去 35 年間の NEDO PJ

の計画文書を対象に、安全に関する取組内容を確

認する。次に、カーボンナノチューブ（CNT）と

サービスロボットの二つの事例調査から、プロジ

ェクトマネジメントの過程における RRIの実践を

見出す。 

 

2.予備調査 
NEDO設立 1980年以降、35 年間分のプロジェク

ト（PJ）の研究計画文書を対象に、「安全」の語

を検索したi。2003 年の独立行政法人化以降につ

いては、各年度に実施する PJ の計画を研究開発

項目内容まで記載した「年度計画」iiの「技術分

野毎の計画」の欄を確認した。多くの PJ は 3～5

年 程 度 実 施 さ れ る こ と か ら 、 偶 数 年 度

(2004-2016)を対象とした。また、2003 年度以前

については、「NEDO20年史」の資料編事業一覧（事

業概要と主な成果 1980-2000 年度）と「NEDO30

年史」の第 2 章（主要な技術開発、実証・研究と

各事業について 2000-2010 年度）を対象とした。 

結果、計画文書中に安全の語を含み、新しい技

術を社会に導入するために明確に安全性に留意

した PJ は 113 件。そのうち、既存の安全性評価

方法だけでは不十分であり積極的に新しい方法

構築に取り組んだ PJ は 35 件。さらにその新しい

安全性評価方法を規制、標準、ガイドラインや手

引き、教育プログラムなどの社会で活用するため

の文書や基準に繋げた PJは 14件（表 1）。以上の

バリエーションを確認することが出来た。しかし、

これらが RRIの観点に鑑みてどの程度充分なもの

であるのかは一つ一つ詳細に検討しなければ分

からない。本稿では CNTとサービスロボットの事

例に注目してみる。 

 

3.事例調査 

3.1 カーボンナノチューブ（CNT） 

概要 

 1991 年に飯島澄男が構造を解明し、以来、CNT

は宇宙エレベーターのケーブルや極限に微細な

半導体配線など、夢の新素材として注目され続け

ている。NEDOでは 1998年から現在まで複数の PJ

で CNT実用化のための研究開発を進めてきた。 

 まず、「炭素系高機能材料技術の研究開発」

（1998-2001年度）では多層iiiCNTの量産技術開発

に昭和電工㈱等が成功した。以降の PJ では、よ

り製造が難しいが素材として高い性能が期待さ

れる単層 CNT の開発が中心となった。「ナノカー

ボン応用製品創製プロジェクト」（2002-5年度iv）

では、単層 CNTの大量合成技術、スーパ―グロー

ス法を産総研が発明。「カーボンナノチューブキ

ャパシタ開発プロジェクト」（2006-10 年度）では、

日本ゼオン㈱と産総研等がスーパーグロース法

の実用化研究開発を進めた。「低炭素社会を実現

するナノ炭素材料実用化プロジェクトv」（2010-16

年度）では、技術研究組合単層 CNT融合新材料研

究開発機構（TASC）viをオープンイノベーション

の拠点として、PJ 実施機関に限らずサンプル提供

を広めながら、量産技術、応用技術、安全性評価

技術を合わせて進めている。 

2015年 11月、遂に日本ゼオン㈱が単層 CNTの 



表 1 抽出した 14件の PJ 
 PJ名 実施期間 規制・法 標準・規格 手引き・その他 

1 人間感覚計測応用技術 1990～1998   ○ 

2 固体高分子形燃料電池システム普及基盤整備事業 2000～2004 ○ ○  

3 化学物質のリスク評価及びリスク評価手法の開発 2001～2006   ○ 

4 携帯用燃料電池技術開発 2003～2005 ○ ○  

5 水素社会構築共通基盤整備事業  2005～2009 ○ ○  

6 水素先端科学基礎研究事業 2006～2012   ○ 

7 太陽エネルギー技術研究開発  2008～2014  ○  

8 燃料電池システム等実証研究 2009～2010 ○   

9 生活支援ロボット実用化プロジェクト 2009～2013   ○ 

10 次世代蓄電池材料評価技術開発 2010～2014   ○ 

11 低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ 

複合材料開発プロジェクト 
2010～2014 

  ○ 

12 低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト 2010～2016   ○ 

13 リチウムイオン電池応用・実用化先端技術開発事業 2012～2016  ○  

14 水素利用技術研究開発事業 2013～2017 ○  ○ 

  
量産のための工場を竣工したvii。今後の製品開発

と市場の広がりに期待が集まっている。 

 

安全の取組 

 最初期の PJ「炭素系高機能～」の基本計画にお

いては、CNT は「無害」と表現された。事後評価

資料を見ても安全性に関する取組はほとんど見

当たらないviii。しかし、2005 年頃にアスベスト

の発がん性が社会問題化し、2008年頃からは CNT

がアスベストと類似の有害性を及ぼす可能性を

報告する研究論文が掲載されるようになった。 

そうした中、「ナノ粒子特性評価手法の研究開

発」（2006-10 年度）が開始。CNT、酸化チタン等

の工業的に製造されるナノスケールの粒子の化

学物質としてのリスクの総合的な評価・管理に関

する研究開発が進められた。具体的な研究開発項

目は次の 4つ。 

①工業ナノ粒子のキャラクタリゼーション手

法の開発 

②工業ナノ粒子の暴露評価手法の開発 

③工業ナノ粒子の有害性評価手法の開発 

④工業ナノ粒子のリスク評価及び適正管理の

考え方の構築 

 

 まず①では、試料としてのナノ粒子の特性を明

らかにし（キャラクタリゼーション）、②③の研

究のための調整手法を確立した。例えば、粒子は

一つ一つがばらばらにならずにまとまる性質が

ある（凝集）。ナノ粒子の特性を評価するために

は、試料が分散しているのか凝集しているのかの

測定や、分散させるための手法の確立が必要とさ

れる。次に②では、例えば工場内の環境中でどの

ような状態のナノ粒子がどの程度飛沫しえるの

か（暴露）を評価する技術を開発。これによって、

当該環境においてどの程度吸い込んでしまう可

能性があるのかを評価できる。③では、動物試験

と培養細胞試験の方法を確立するとともに、ヒト

への影響を評価。そして、④では、①②③の結果

に加え、各種の現状調査結果及び将来の産業動向

の予測を含めて吟味し、最終的な目的である 工

業ナノ粒子の適切なリスク評価・リスク管理を行

うための提言をまとめた。 

 研究実施期間中には、情勢変化を受けて幾つか

の変更や実施内容の追加が行われた。2007年には、

先の PJ で確立されたスーパーグロース法による

単層 CNTを有害性評価対象に追加した。2009年に

は、研究加速のための追加資金を用いて当初の測

定項目にはなかった急性毒性試験と遺伝毒性試

験を追加し、有害性評価データの総合的な説得力

を強化した。これは、当時の欧米での研究報告が、

高い技術力・資金力・時間を要する試料のキャラ

クタリゼーションが不十分なまま、急性毒性試験、

遺伝毒性試験、吸入毒性試験等の多くの有害性評

価項目についてデータ取得を急ぐ傾向がみられ

たことへの対応であった。 

「ナノ粒子～」の取組は「低炭素～」に引き継

がれ、量産技術、応用技術、そして安全性評価技

術が合わさり進む。特に、CNT 等を民間事業者が

自主的に安全管理を行うために、安価で簡便な評

価手法の確立に取り組んでいる。 

 

成果 

「ナノ粒子～」では、ナノ粒子に対するリスク

の考え方を提示し、評価手順を確立した上で、基

準値を提言するに至った。結果は 3物質毎に「リ

スク評価書」としてまとめられ、国内外で広く公

開された。 

2006年当時、日本の化学物質の審査は「有害性」



を基準としており、化学物質審査規制法などもこ

の考え方に基づいていた。しかし、2007年に欧州

で導入された REACH(Registration, Evaluation, 

Authorization and Restriction of Chemicals)

など、欧米では「有害性」単独ではなく「暴露」

も含めた「リスク」をもとにした審査の立場がと

られていた。「リスク」は、一般に化学物質の持

つ本来的な「有害性」と、化学物質 が人体や環

境中に出現する「暴露量」の積で表される。この

事業は日本においても化学物質を「リスク」の観

点で評価すべきとする野心的な事業であった。事

後評価においても「（生体影響等の考え方を）他

の物質群に拡張する場合には十分な注意が必要」

とした上で、「リスク評価の論理を普及させる大

きな波及効果をも有した研究」と評価されている。 

①～④で確立した評価手順に基づき、CNT の作

業環境における許容暴露濃度（時限付き）を 0.03 

mg/m3と提示した。なお、これは比表面積約 1000 

m2/g の 単層 CNT について得られた値であり、こ

れと比べれば比表面積のかなり低い 多層 CNT な

どにこの許容濃度を適用すれば、相当安全度の高

い数値となると考えられている。この値は今後 10

年程度で再度見直すべき「時限付き」の値とされ

た。当時、単層 CNTの量産はどこでも行われてい

なかったことや、CNT の有害性の研究が進んでい

る最中であり今後より確かな試験結果が得られ

る可能性があることが理由とされる。背景には、

不確実性が大きい中でもリスクを管理するため

の「順応的管理」の考え方があった。 

新規材料や新規技術の安全性評価においては

不確実性が大きいため、すでに広く使用されてい

る物質の評価に適したリスク評価手法を適用す

るならば、不確実性係数積が限りなく大きくなり、

既存物質や既存材料とのバランスがとれなくな

る。そのため、生態リスク管理などにおいて適用

されている、順応的管理という考え方を新規物質

や新規技術のリスク管理にも導入し、期間を明示

したうえで、期限内に得られた新たな科学的知見

に基づき見直しを必ず行うことを約束した許容

暴露濃度を提案した。リスクにもベネフィットに

も大きな不確実性の残る新規技術とうまく付き

合っていくための工夫であった。 

日本ゼオン㈱へのインタビュー[4]によると、

安全性が社会的に懸念される中、まずは実験だけ

進めることの了承を社内で得るためにこの基準

値が参照された。後に、量産工場の竣工に際して

も社内了承や工場建設地となる山口県周南市の

環境審議会においても参照された。なお、この PJ

において HEPA フィルターが CNT を十分捕集する

ことが示されたことも、実験設備や工場設備の設

計に役立つ重要な知見となった。 

また、この PJ の取組は国内外の動向と協調し

て進められたものであった。 

国内については、内閣府総合科学技術会議「ナ

ノテクノロジーの研究開発推進と社会受容に関

する基盤開発」（2007-9 年度）のコーディネータ

を PJ リーダー中西準子氏が務めたことで、各省

庁（文科省、厚労省、農水省、環境省、経産省）

PJ との連携が進められた。PJ 成果としてリスク

評価書を公表した際に、厚労省は労働基準局に設

けた「平成 23 年度化学物質のリスク評価検討

会」において、「職場に於ける健康障害防止のた

めのナノマテリアルのリスク評価について」とい

う議題で労働安全衛生法の労働基準局長通達を

実態に合わせていくための検討を開始した。ここ

では CNT、C60、TiO2 等について NEDO PJ で公開

したリスク評価書の結果等を踏まえていくこと

とした。 

国外については、OECDや ISOでの活動が目立っ

た。OECD は 2006 年に工業ナノ材料のヒト健康及

び環境の安全性の側面における国際協力を促進

するために、化学品委員会の下に工業ナノ材料作

業部会を設置。日本は米国と共同で単層 CNT等の

情報収集と試験を担当することとなり（スポンサ

ーシップ）、この PJ 成果を OECD の取りまとめに

反映させた。また、NEDO・産総研・OECDとの共同

で国際シンポジウム International Symposium on 

the Risk Assessment of Manufactured 

Nanomaterialsを 2008年に開催するなど、共同で

議論の場を設けた。 

ISO では、ナノテクノロジー分野の国際標準化

を推進 するために専門家委員会 TC229が 2005年

に設立された。日本からは、さまざまな有害性に

関する研究報告がなされる中、そもそもの試料調

整（分散液）を統一するための標準の提案がなさ

れ、2016年発行に至ったix。 

 「低炭素～」では、量産や応用と共にオープン

イノベーション拠点を中心に安全性評価技術を

開発したこともあり、評価手法の更なる開発のみ

ならず、技術相談や現場調査に伴う助言なども行

われた。事業者の自主安全管理を支援するために、

安全性試験手順書と作業環境計測の手引き、CNT

等ナノ材料の安価かつ簡便な自主安全管理手法

のためのケーススタディ報告書を公開した。 

他にも情報発信に取り組んでいる。産総研、

TASCでは、nanosafetyという HP で最新情報を発

信。2015 年、NEDO は「ナノ炭素応用製品ロード

マップ」をまとめた。CNT などの利用を促進する

ために、今後どのような製品に用いられるのかを

検討したもので、あわせて安全性評価にかかる世

界動向がまとめられている。2016年 1月 nano tech

展示会では NEDO ブース内でナノ炭素安全説明コ



ーナーを設け、一般来場者に最新動向を説明。同

年 5 月と 7月には、NEDOが「ナノ炭素材料安全性

WS」を開催した。ナノ炭素材料の安全性評価技術

について、最新動向を共有した上で、PJで取り組

んできた研究開発の内容を総括し、成果発信の在

り方と今後について検討した。PJ 実施者のみなら

ず、内閣府、NBCI（ナノテクビジネス推進協議会）

からの出席者があった。 

 

マネジメント上の示唆と今後の課題 

新規素材は開発が進められなければ安全につ

いて何も分からず、一方安全か分からなければ開

発を進めることが出来ない。この袋小路を脱する

ために、「ナノ粒子～」PJ の順応的管理の工夫に

よる基準値の提案は画期的であった。段階的に安

全性評価と開発が進められたことで、日本ゼオン

㈱は実験から量産までたどり着くことが出来た。

また、一連の NEDO PJ では、量産・応用技術開発

と同時並行で安全性評価開発が進められた。安全

性を評価すべきサンプルが確実に供給されるこ

と、また未知なる素材の挙動の知見を集約しやす

い点も有利に働いた。今後、新素材の開発を進め

る際には、その材料そのものの開発と同時に安全

性評価技術開発を進めることが重要となる。 

一方、残る課題は、誰が「順応的に管理」し続

けるのかという点である。10 年後にはその時点の

最新の知見をもとに見直すべき時限付きの値と

して許容暴露濃度は提示されている。しかし、誰

がモニタリングし続けるのかは現時点で明らか

ではない。 

CRDSが2016年 2 月 に開催した｢ナノテクノロ

ジーの ELSI/EHS｣WS では、ナノテクノロジーのイ

ノベーションを推進するために、日本の社会的課

題が抽出された。日本ではナノ物質の一つ一つを

医薬品のように詳細に承認するようなスキーム

がないこと、毒学性研究の大学講座やキャリアパ

スが整っておらず人材が不足していること、社会

への説明やコミュニケーションに課題があると

された[5]。特に、産業界を代表して NBCIからは、

ナノ材料を安全に利用することを目的として、省

庁横断的な検討会を設けて規制等を検討すべき

と提示された。 

 NEDO PJ では、国内外の動きと協調を図りなが

ら、事業者が自主的に安全を管理するための手法

開発や参照基準値を提示するに至った。さらに踏

み込んで政府の規制値作りに貢献すべきである

としたらどのような方法があるのか、あるいは民

間活動に委ねていくべきなのか、検討の余地は残

る。 

 

 

3.2 サービスロボット 

概要 

 ロボットは一般的に「センサ、知能・制御系、

駆動系の 3つの要素技術を有する、知能化した機

械システム」[6]と定義される。ロボット開発は

1960年代から米国で始まり、産業ロボットの実用

化が 1980 年代に日本で開花した。1990 年代から

2000 年前後にかけて、シーズプッシュではなく、

ニーズプルな方針へと転換していく。この流れを

受け、NEDOではロボット技術を俯瞰し、ロボット

産業の活性化を図るため、2014年に『ロボット白

書』を公刊した。そこではロボットを社会実装す

るためにサービス主導型のロボット設計が重要

だと説き、NEDOにおける注力分野であることが強

く示唆されている。 

 

安全の取組 

 「次世代ロボット実用化 PJ」（2004-5年度）は

愛知万博会場において、対人サービスを提供しな

がらの技術実証を行う PJ であり、安全確保のた

めに(社)日本ロボット工業会に委託して「愛知万

博のロボット安全性ガイドライン調査専門委員

会」及び「安全性ガイドライン検討 WG」が設置さ

れた。WGでは、運用の安全への配慮にはロボット

の設計のみでは十分といえないことが判明し、万

一の事故の際の責任所在や、万博のルールとして

義務づけられていた保険適用のあり方などが問

題となった。このため「責任・体制 WG」を設置し

て、第三者障害等の保険を設置、運用のためのル

ールやプログラム、責任体制を構築した。 

 「人間支援型ロボット実用化基盤技術開発」

（2005-7年度）は、福祉介護分野を対象に、より

現実のニーズに即したロボットの開発及び実証

試験が実施された。PJ 開始後、平成 18 年度推進

委員会（2006 年 10 月）にて、人間支援型ロボッ

トの倫理問題と安全性は難しい課題であり、プロ

ジェクト内で専門家による横断的な検討が必要

と指摘される。これを受け、調査委託の形で「ロ

ボット倫理問題及び安全性の検討専門委員会」を

立ち上げ、ロボット工業会が調査を実施した。PJ

では、工学系研究者が倫理問題に不慣れであると

ころに指導が入ったため、倫理審査は困難を極め

た。さらには工学部に倫理委員会が未設置の大学

もあり、本 PJ を契機に設置するという事態も発

生。PJの事後評価を担った研究評価分科会では専

門委員会の設置など臨機応変なマネジメントは

評価されたものの、「安全・倫理については当初

から十分に検討して欲しかった」とのコメントが

残された。 

  

 



 「生活支援ロボット実用化 PJ」（2009-13年度）

では、事業化一歩手前のサービスロボットについ

て安全技術に関する開発及び試験・認証、国際標

準化活動を推進した。安全性検証手法の研究開発

は、日本ロボット工業会や製造科学技術センター

をはじめとする 7団体によって実施。ロボットビ

ジネス推進協議会（2006年設立）では、安全・規

格検討部会プロジェクト対応・規格 WG において

本 PJ と連携し、安全関連データの収集・蓄積に

加え、ISO に向けた提案及び国際標準化に向けた

支援を担った。WG では、幅広く企業に声をかけて

参加を募りながら、PJ の狙いなどについて一般市

民にもわかりやすい説明に努めるとした[7]。 

 

成果 

 「次世代ロボット〜」におけるロボットの運用

責任体制の整備は、以後普及するサービスロボッ

トの取扱いの根幹となったとされる。続く「人間

支援型ロボット〜」は工学系研究者や大学に対し

て倫理問題を検討する体制を整えるよう促した

点が成果といえよう。「生活支援ロボット〜」は

事後評価において、パーソナルケアロボットの国

際安全規格 ISO13482 の発行を主導したこと、生

活支援ロボット安全検証センターを発足させた

こと、複数の企業が実際に認証を取得あるいは取

得準備していること、さらに PJ メンバーの開発

した製品が同規格の認証を得て商品化されたこ

とが高く評価された。本 PJ は「安全や安全認証

に関して国のお墨付きがほしい」という民間企業

の要請に応える形で進められたが、国家的な事業

と連携して戦略的に標準化を進めた実績と、その

成果の国際的な影響に大きな期待が示されてい

る。 

 

マネジメント上の示唆と今後の課題 

 サービスロボットについては、NEDO PJ を通じ

て中小企業に対して安全面などの認識が広まっ

たほか、産総研が企業同士のハブとして機能した

一面もある。また、産総研には標準化に熱意のあ

る者がいたことが、安全検証センターの立ち上げ

にまでつながったとされる。一方で、福祉機器開

発のベンチャー企業が安全認証の取得にかかる

高額な経費を重荷と感じている実態も見られる。

機器開発においては当初から安全面に関して専

門家に相談する必要があるものの、ベンチャーの

ように開発の実現性も確かではない状況では、ど

のように安全面に配慮すればよいかは課題であ

る。 

 今後は、政府全体でのより大きな取組が進む。

総理主導で「ロボット革命実現会議」設置（2014

年 9 月）、「ロボット新戦略」策定（2015年 1月）、

戦略の推進母体として「ロボット革命イニシアテ

ィブ協議会」の創設（2015 年 5月、事務局は：日

本機会工業連合会）。今後 5年間を集中期間とし、

官民で 1000 億円をロボット開発に投資し、市場

規模の 2.4兆円化を目指す。研究開発、国際標準

化、実証試験場整備、ロボット競技大会の開催、

規制改革などが盛り込まれる。 

協議会に設けられた 3 つの WG のうちの「ロボ

ットイノベーション WG」は NEDO が中心に事務局

機能を担当。この WG には、基盤技術の整備のた

めに「プラットフォームロボット SWG」と「ロボ

ット活用に係る安全基準･ルール SWG」が、そして

国際的な競技大会を通じたイノベーションの促

進に向け「ロボット国際競技大会 SWG」が設けら

れた。社会実装のためには技術開発の推進と安全

性の検討とを相互に連携させることが重要だが、

政府全体の大きなムーブメントの中で NEDO がど

のような役割を果たしていくのかが課題となる。 

 

4.考察 

 RRIの主要な理念を大きく4つにまとめ[8][9]、

上記の事例に照らして以下のように考察してみ

る。 

① 多様な関係者の関与・参画 

 CNTでは、PJが各省庁や OECD、ISOと協調的に

進められた。また、後継 PJ においては安全性評

価手法を産総研および技術研究組合をハブとし

て PJ 内外のさまざまな企業に拡げた。サービス

ロボットでは、安全性検証手法の研究開発に多様

な団体を巻き込んだほか、産総研がハブになって

企業連携を進め、ロボットビジネス推進協議会と

も連携した。ただし、ベンチャー企業などへの細

やかな支援が課題。 

 

② 関係者との応答による研究やイノベーション

への反映 

 CNT では、順応的リスク管理や許容暴露濃度と

いう考え方が企業や自治体の環境審議会にも参

照された。さらに安全性評価の国際標準化にまで

取組が広まった。サービスロボットでは、保険適

用、大学の倫理委員会設置、学会・NPO・業界団

体での安全性評価の取組に加え、産総研等を介し

て中小企業に安全面への意識が広まった。 

 

③ 熟慮・熟議による幅広い視点の織り込み 

 CNT では、有害性からリスク、評価と管理の接

続という安全に対するアプローチを転換した。順

応的管理というプロセスは安全性評価に対する

継続的かつ包括的な熟慮を要請している。サービ

スロボットでは、PJ 途中からのアドホックな安

全・倫理面での取組が批判されたように、継続的



で制度的な熟議が求められてきた。 

 

④ 将来の技術や社会への展望 

 CNTでは、2008年頃に有害性への懸念が広まっ

たところで、ベネフィットも考量し、企業の技術

開発を必要以上に阻害しないような新しい安全

性評価手法を導入した。不確実性に対し段階的、

順応的な対応がなされた。サービスロボットでは、

それ自体が未来志向性の強い新規技術であるが、

安全技術に関する国際標準化活動の推進など、さ

らに先見的な動きも展開。しかし、特に生活支援

ロボットは官需が中心であり市場が十分成熟し

ておらず、どのように産業化していくかについて、

具体的な展望が求められる。たとえば、デンマー

クではパロのような福祉ロボットについて、経済

性評価の実施や免許制度の整備を行い、欧州市場

への窓口としての魅力を高めている。一企業では

難しい死の谷を越える制度や環境をどう整える

のか、これから NEDO が取り組むべき課題の一つ

といえる。 
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